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　　　事業規模に応じた事業者支援を
　国民民主党の議員立法として、「新型コロナウ

イルス感染症まん延防止等協力給付金の支給

等に関する法律案」 （日本版ＰＰＰ法案） を提出

したことを紹介した上で、時短要請等に協力した

事業者に対する「事業規模」に応じた支援が不

可欠であることを菅総理に訴えました。

→必要性を認め、検討を行う旨、答弁

　　　円滑なワクチン接種に向けて提案
　政府が全国共通の記録システムの導入を突

如決定し、自治体が混乱している問題につい

て、システムの開発状況や所要予算額を質しつ

つ、情報漏洩防止のためのセキュリティ対策を

河野大臣に確認しましたが、不安が残る答弁。

　その他、ワクチン不足で長期化が見込まれる

中で、必要な追加費用を、政府が確実に自治体

へ支給するように厚生労働大臣に求めました。

→国の全額負担を約束する答弁

　　 「カーボンニュートラル」へ問題提起
　菅政権が進めようとしている「カーボンニュート

ラル」の課題について議論。SDGs採択のきっか

けとなった 「プラネタリー・バウンダリー （地球の限
界） 」 の概念図を示しながら、気候変動以外にも

様々なリスクへの対応が求められている現実に

ついて、総理に訴えました。→他の環境政策の
分野も考慮しながら進めていきたい旨、答弁

3/5 予算委員会～菅総理入り質疑～

　　　農業を「グリーン成長戦略」の柱に
　再エネや電気自動車の普及、推進には資源

消費や環境への負荷などの「負の側面」もあるこ

とを踏まえて、グリーン成長戦略に取り組むべき

と問題提起を行いました。その上で、農林水産

業は循環型産業であり、温室効果ガスの吸収量

が多いことから、農業分野を「農場から食卓まで」

戦略として柱に据えている「欧州グリーンディー

ル」を見習って、我が国のグリーン成長戦略の中

でも、最重要な位置付けとするように求めました。

→総理も同意し、重点分野に位置付けると約束

　　　戦後76年、「空襲被害」救済の決着を
　超党派の空襲議連が議員立法を準備し、野党

各党が「賛成」の方針で党内手続き済みである

にもかかわらず、与党側が決定できずに膠着状

況に陥っています。「空襲等被害者」の救済策の

速やかな実現を菅総理に訴えました。

参議院で来年度予算案の審議開始。菅総理はじめ関係大臣に質問しました。

「プラネタリー・
バウンダリーを、
国会で取り上げ
て頂くのは今回
が初めて」と、
質問前に小泉環
境大臣から声を
掛 け ら れ ま し
た。

　今年のテーマは「持続可能な地域づくりへ　ポ

ストコロナの山形を展望する」で、県選出国会議

員や吉村県知事をはじめとする各界からの参加者

が、約3時間を掛けて議論を行いました。

　首都圏が非常事態宣言下にある関係から、国会

議員は東京からリモート参加となりました。

・人口と経済の一極集中リスクへの反省、集中に
よる「効率性」の負の側面が露呈。

　⇒非市場領域の重要性。地方こそ宝の山！
・ポストコロナの観点からも、SDGsへの対応から
も、今こそ、宇沢弘文先生の「社会的共通資
本」、すなわち、経済性の有無（儲かるか否か）
にかかわらず、社会を持続的・安定的に維持す
るために絶対に必要なもの（大気、森林、河川な
どの自然環境や、食料、医療、教育、基礎的イン
フラなど）の重要性を再認識すべき時。

舟山やすえの主な主張

さぁ、新時代へ！ 加藤けんいち さん 本格始動！

　2月28日、マスク着用、体温計測、会場
の換気など、万全のコロナ感染防止対策を
講じる中、次期衆院選「山形2区」候補予
定者「加藤けんいち」さんの「南陽後援会
設立総会」が開催されました。
　さすが加藤さんの地元とあって、小中高
の同級生や地域の方々を中心に、予想をは
るかに超える約100名の皆様に駆け付けて
頂きました。
「加藤けんいち」さんの挨
拶は一言一言が力強く、南
陽市、山形県を愛する思い
がズシリと響きました！！
　炎のチャレンジャー、
「加藤けんいち」さんへの
力強いご支援をよろしくお
願いいたします！！

緊急事態宣言発令中で帰県が
叶 わ ず、ビデオメッセージで、
応 援 の 思 い を 届 け まし た！

・企業のあり方も、「株主資本主義」から、「公益資
本主義」へシフトすべき。日本資本主義の父と
言われる渋沢栄一も、多数の利害関係者の利
益を最大化させる「合本主義」を主張。

・加えて、労働者協同組合（出資、意見反映、事業
従事）のような新しい働き方が、地域の課題解
決に重要な意味を持つ。（昨年末、労働者協同
組合法が成立）

・既に始まっている地方回帰の中で、転職と移住
をセットで捉え、家族への支援も行う広島県な
どに習って、大胆な移住支援策を講じるべき。

３月２１日(日)１４時～　シェルターなんようホール で開催

加藤けんいち さぁ、共に新時代へ！やまがたの未来を語ろう



 2/3本会議 特措法改正に対する反対討論 国民の声　を集めて積極的に「政策主導」へ！

　昨年12月2日に、国民民主党は野党各党とともに、新
型コロナウイルスの感染拡大防止に向けた新型インフル
特措法等改正案を提出するとともに、罰則規定を盛り込
んだ改正案を単独で提出しました。
　野党の会期延長要請を政府与党が拒否した結果、これ
らの法案を置き去りにしたまま、臨時国会は閉会されて
しまったため、25日には「国の責任による財政的支援と
罰則」をセットにした特措法改正を西村大臣に要請しま
した。
　こうした中、政府は特措法改正にようやく舵を切り、
1月5日の意見交換を皮切りに、私も党政調会長として参
加する「政府・与野党連絡協議会」が数次に渡り開催さ
れ、国民民主党からも様々な要請、提案を行いました。
　その後、1月18日召集の第204回通常国会に政府が特措
法改正案を提出したものの、蓋を開けて見れば、十分な
補償もない中、重い罰則だけを導入するものであり、感
染拡大防止の実効性を高めるために国民民主党が求めた
十分な補償と罰則のセットとは程遠いものでした。
　また、政府案により新たに導入される「まん延防止等
重点措置」は、発動基準が曖昧な上、国会関与もない中
で罰則だけが導入される点など、多くの問題をはらんで
いました。
　手続き的にも、各党の意見が十分に反映されないま
ま、一部の政党間合意によって国会審議の前に事実上す
べてが決められてしまいました。しかも、重要法案の審
議が実質、衆参両院で一日ずつしか行われないという異
例の事態となりました。
　以上のような理由を指摘しつつ、政府案に反対する立
場から、討論をいたしました。

政府による一律の給付金では

事業者は救えない！！

⇒国民民主党による議員立法「新型コロナウイルス感染症まん延防止等
協力給付金の支給等に関する法律案」（日本版ＰＰＰ法案）を提出。
新型コロナウイルス感染症のまん延防止などのための協力要請を受け
た事業者に対して、「事業規模」に応じた給付金 の支給を！！

新型コロナ対策でも、既に様々な政策を実現！！

コロナ禍で地元回りが制

約される中、オンライン

を通じて、国民の皆様の

ご意見募集 →政策提言

に反映しています。

アンケート

実施中！

マスク・消毒を
しましょう！

録画を見る

12/2 法案提出
新型コロナウイルス対策政府・与野党連絡協議会

1/31 ＮＨＫ日曜討論

各党の政策責任者で議論

Go!Go!こくみんライブ 発信中！


